
仮に、県から追加財政支援を受けての新公益法人への移行、強化基金の返還を考慮した経営状況推計 単位：千円
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人 件 費 82,178 75,669 60,776 61,628

物 件 費 30,112 26,916 25,136 25,136

そ の 他 10,419 5,543 5,944 6,368 6,032 5,700
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2,911

90,961 88,783 86,684 84,664 82,922 81,066

1,764 1,549 1,336 1,122 9221,979

41,427 41,427 41,427 41,630 41,630

43,708 41,901 40,170 38,514
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入

手 数 料 45,175 47,045 49,240 49,610 47,555 45,592

小計 117,016 110,623 95,803 93,948

そ の 他 3,072 2,851 2,386

県財政支援後の農業開発公社の経営状況推計
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長野県農業開発公社

純資産

①新公益法人化等に伴う県からの追加財政支援により長期保有地処分に係る累積損失解消

②県からの追加財政支援を充てて長期保有地に係る借入金486,646千円の完済

③強化基金の国庫補助分の返還（運用している外債200百万円は元本保証となるよう満期まで保有）

④長期保有地売却に伴う県財政支援の返還

⑤新公益法人化後、事業損益の黒字については、事業上のリスクを補完する仕組について今後県と調整した上で、収支相償（収入が支出を上回らない

　こと）基準を満たすよう取り扱う。
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　うち長期保有地利息 5,174 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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